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23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 17 13 11 11 11

（2）

（3）

（4）

170

(予算）

170

  支  出  合  計　Ａ

6,611

211

正職員

6,611

任期付短時間勤務職員

2,120

※見直し内容を記入

非常勤職員

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

アルバイト

再任用短時間勤務職員

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

3,320

200

近隣市町の共通課題等について

共通課題の解決を図り、より効率的な行政運営を推進する｡

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

2,120

人  件  費  （人・千円）

3,290一般財源

3,320 3,290

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

その他財源

債権の協働徴収に係る府への要望提出など連携した活動ができている。今後
は、図書館の広域利用の本格実施に向けた課題の整理を行うとともに、地方
分権推進のため新たな広域連携の検討も必要。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

図書館の広域利用を開始するなど成果を得ることができ
た。今後は運用によって明らかとなった課題の抽出及び整
理を行うとともに、地方分権推進のため新たな広域連携の
検討も必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

会議等への参加

債権の共同徴収に係る府への要望を提出したほか、マイナンバー制度導入に向けた情報交換を行うな
ど、連携し調査研究を行っている。今後も引き続き広域連携を推進していく。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

企画・立案等の市政運営に関わる事務のため、アウトソーシングはできない。

北摂市長会の負担金額を１００千円から７０千円に変更。

北摂市長会規約、豊能地区市長・町長連絡会議会則

26 年度

(決算）

24 年度

単位

23 年度 25 年度

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

平成２５年度

H25/H24

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

北摂市長会、豊能地区市長・町長連絡会議などの広域的な会議等を通じて、近隣市町と連携し調査研究
を進める｡

　（平成　　年度～平成　　年度）  （昭和４７年度　～　）

広域行政施策研究事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 170

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　） （　　　              　　）

事 業 区 分

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

総合政策部政策推進課広域行政の推進

広域行政施策研究事業

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 衛門 昭彦
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（直近）

- 

0.30 2,400 0.18 1,404 0.27 2,106 0.27 2,106 150.0%

0.30 2,400 0.18 1,404 0.27 2,106 0.27 2,106 150.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

250.4%

- 

- 

- 

150.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 7 6 1 5 5

（2） 事務 52 53 53 52 52

（3）

（4）

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

総合政策部政策推進課広域行政の推進

広域連携推進事業

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

（　　　              　　）

事 業 区 分

広域連携推進事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 229

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

広域連携研究会を開催し、対策・検討を行うとともに、新たな共同処理事務についても連携・実施してい
く。

　（平成　　年度～平成　　年度）

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

企画・立案等の市政運営に関わる事務のため、アウトソーシングはできない。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

共同処理センターの運営については大きな課題もなく、スムーズに事務処理
ができている。今後は大阪府からの権限移譲第２フェーズで移譲される事務
についても、広域連携の検討が必要。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

共同処理センターの運営については大きな課題もなく、ス
ムーズに事務処理ができている。今後は更なる事務の広
域連携についての検討が必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
大阪府からの権限移譲の受け皿としても有益であり、効率的な事務処理を行うため、今後も広域連携によ
る共同処理が必要である。

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

広域連携研究会の開催

広域連携による大阪府からの事務移譲

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

共同処理に係る負担金の精算方法を変更

地方自治法第２５２条、池田市箕面市豊能町能勢町における共同処理センターの共同設置に関する規約

  （平成２１年度　～　）

平成２４年度

26 年度

(決算）

共同処理センターの運営

共通する課題の解決を図るとともに、より効率的な行政運営を推進する｡

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

2,106

人  件  費  （人・千円）

24 年度
H25/H24

(予算）

※見直し内容を記入

非常勤職員

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
23 年度 25 年度

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

1,404

0

その他財源

  支  出  合  計　Ａ 1,404

正職員

12,142

任期付短時間勤務職員

1,40912,142

アルバイト

再任用短時間勤務職員

3,515 5,106

3,000

0

9,742 1,409

3,000

2,106

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


